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概  要 

 

１． 調査の目的および構成 

本調査「科学技術システムの課題に関する代表的研究者・有識者の意識定点調査（科学技術システム定

点調査）」および「科学技術分野の課題に関する第一線級研究者の意識定点調査（分野別定点調査）」（以

下「定点調査」）は、一定の回答者集団に回答者の主観を問う質問を繰り返し行うことにより、第3期科学技術

基本計画（2006年4月～2011年3月）の期間における日本の科学技術の課題に関する状況の変化を時系列

で捉えることを目的とする。さらに、各研究分野の発展やイノベーション創出の過程等における顕在化して

いない問題点の抽出も試みる。 

本調査の特徴は、 

① 調査の回答者には、継続して5年間、毎年一回、ほぼ同じ内容の設問に回答して貰うということ、  

さらに、 

② 今回の2007年度(2回目）の調査からは、回答時に前回の回答者本人の回答内容を示して、各設問

において、前回と異なる回答をした設問には回答の変更理由を回答用紙に記入して貰うということ、

である。 

分野別定点調査が対象とする科学技術分野は、第3期科学技術基本計画に設定された重点推進4分野で

あるライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料と、推進4分野であるエネルギー、ものづくり

技術、社会基盤、フロンティア、の8分野である。 

 

調査票の設問は、以下の4つのパートに分かれており、総設問数は追加設問を加えて39問である。 

・Part Ⅰ（15問）：【研究開発人材】、【トップ研究者】、【若手人材】、【海外留学する日本人若手研究者の状況】、

【若手研究者の研究留学阻害要因】、【外国人研究者受け入れの課題】、【研究者の流動性】

等 

・Part Ⅱ（4問） ：【研究開発資金】、【選択と集中の度合い】、【インフラおよび基盤整備】、【研究時間の確保】 

・Part Ⅲ（17問）：【産学連携】、【研究開発上の隘路（あいろ）】、【特許】、【日本の科学および技術の水準】、【日

本の産業の国際競争力】、【世界トップクラスの研究教育拠点】等 

・Part Ⅳ（3問） ：【戦略重点科学技術の現状】、【戦略重点科学技術の実現に向けての取り組み】等 

＊下線は2008年度調査に追加した設問 

【定点調査の構成】 

「定点調査」は、①科学技術に関連するシステム全体の状況について問う「科学技術システム定点調

査」、②科学技術の分野別の状況について問う「分野別定点調査」の2つの調査から構成されている。

本調査は、②科学技術の分野別の状況についてお伺いする「分野別定点調査」である。 

①科学技術システム定点調査 

②分野別定点調査 

定点調査 

回答者は、「我が国の科学技術を担う各セクターにおいて第一線級の研究実績のある研究者等で、担当

する分野全般の状況を俯瞰できる人」を想定し、日本学術会議協力学術研究団体（学協会）の内、科学技術

に関連する学協会634団体から推薦して頂いた方達から、各分野約100名ずつを選択し、回答をお願いした。

また、（社）日本経済団体連合会にも各分野10名程度の回答者の推薦をお願いした。 
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今回の調査は、質問票調査方式、郵送法にて、2008年7月28日～10月24日に実施した。発送数は973通、

回収は717通（回収率73.7％）であった。 

 

 

２．  回答者の属性 

分野別の回答者数では、ライフサイエンスは96名、情報通信は85名、環境は94名、ナノテクノロジー・材

料は98名、エネルギーは91名、ものづくり技術は88名、社会基盤93名、フロンティアは72名であった。昨年

よりやや減少したが、各分野100名近い回答者を確保することが出来た。 

回答者の年齢別の分布では、50～59歳以下の回答者数が最多で、全ての分野で50%前後を占めた。昨

年度調査と比較すると60歳以上の割合がやや増加した。 

回答者の所属機関では、大学と回答した人が多いという傾向は変化なかった。また、企業と回答した人は、

昨年度と同様に、情報通信、ナノ・材料、エネルギー、ものづくり、社会基盤において、22～24％を示した。 

 

 

３．  調査結果のまとめ 

2008年度調査は、2007年度調査とほぼ同様な結果を示した。以下に、2008年度調査の結果の概要およ

び2008年度において特に変化がみられたところを2007年度調査および2006年度調査の結果と比較してや

や詳細に示した。 

 

3-1. 人材 

本調査では、2006年度の第1回調査に引き続き、研究開発に従事する研究者や技術者の数や質、国際

的にリードする研究者やその後継者の数、若手研究者の数や質、人材の流動性の状況等について質問を

設定している。これらの2008年度調査の結果において、2006年度および2007年度と比較して大きな変化は

見られなかった。そこで以下では、分野の発展に必要な取り組みと分野ごとの人材の不足感、および今回、

追加調査を実施した若手研究者の海外留学および就職の状況や、海外からの研究者受け入れに関する阻

害要因の調査結果について焦点を当てる。 
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(1) 不足感の高い人材 

 

 

 

 

全ての分野において、基礎研究人材の不足感が強く示された。変化としては、ナノ材料、ものづくり、フ

ロンティアで基礎研究人材の不足感が強まり、ライフ、環境では、応用および実用化の人材の不足感が

増すなど、分野によって若干の傾向の差がみられた。 

 

各分野の発展に向けて必要とされる取組みとして、2006年度および2007年度の結果に引き続き「人材育

成と確保」の必要度が最も高かった。全8分野で同様の傾向を示しており、環境、ナノ材料、社会基盤ではそ

の傾向をさらに強めている。 

現在、不足している人材として1位の回答割合(%)が最も大きいものは、2006および2007年度に引き続き8

分野共通で「基礎研究段階の人材」であった（図表1）。2006年度の結果との比較では、ナノ材料、ものづくり、

フロンティアでは、基礎研究段階の人材の不足感がさらに増したことが示された。また、エネルギー、社会

基盤では、実用化段階の人材の不足感が増し、ライフ、環境では応用研究段階の人材や実用化段階の人

材の不足感が増したことが示された。 

このように、分野によって、人材の不足感には若干の異なる傾向があることが示された。 

 

 

2006 2007 22008 2006 2007 22008 2006 2007 22008 2006 2007 22008

1基礎研究 40.2 43.3 335.4 42.6 49.0 445.9 40.2 42.9 337.0 36.9 39.8 444.4

2応用研究 14.0 12.5 117.7 16.8 16.7 116.5 15.2 17.1 118.5 14.4 16.7 117.2

3実用化 16.8 18.3 220.8 16.8 12.5 116.5 12.5 12.4 118.5 18.9 16.7 115.2

4知的財産 8.4 9.6 110.4 3.0 2.1 11.2 5.4 4.8 44.3 8.1 6.5 66.1
5産学官連携 15.9 11.5 110.4 17.8 15.6 115.3 15.2 10.5 112.0 17.1 15.7 114.1
6人文社会学 4.7 4.8 55.2 3.0 4.2 44.7 11.6 12.4 99.8 4.5 4.6 33.0

ナノ材料ライフ 情報 環境

 

2006 2007 22008 2006 2007 22008 2006 2007 22008 2006 2007 22008

1基礎研究 40.4 41.5 338.9 44.6 42.9 447.7 44.5 43.4 339.6 31.4 38.1 338.4

2応用研究 26.6 22.6 220.0 12.9 12.2 110.2 14.5 17.9 116.5 23.3 22.6 223.3

3実用化 13.8 12.3 220.0 19.8 18.4 117.0 10.9 7.5 113.2 27.9 22.6 226.0

4知的財産 2.8 2.8 00.0 7.9 9.2 44.5 5.5 3.8 33.3 3.5 2.4 11.4

5産学官連携 11.0 14.2 113.3 12.9 15.3 118.2 20.0 22.6 222.0 9.3 10.7 88.2

6人文社会学 5.5 6.6 77.8 2.0 2.0 22.3 4.5 4.7 55.5 4.7 3.6 22.7

エネルギー ものづくり 社会基盤 フロンティア

＊ 項目ごとの1位に選ばれた回答割合(%)を示した。 

＊ 基礎研究は「基礎研究段階の人材」、応用研究は「応用研究段階の人材」、実用化は「実用化段階の人材」、

知的財産は「知的財産の取得・管理・活用部門の人材」、産学官連携は「産学官連携を推進する人材（産学

連携コーディネーターなど）」、人文社会学は「人文社会学系を専門とする人材（制度問題、倫理問題な

ど）」。 

＊ 表中の□は、2006年度の結果と比較して2008年度の結果が3ポイント以上上昇したことを示し、灰色は3ポ

イント以上の低下がみられたことを示す 

図表1 現在、不足している人材（1位に選んだ回答割合%） 
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 (2) 海外留学する日本人研究者数 

 

 

最近、若手研究者が以前より海外に留学したがらないといわれており、現場におけるその状況を知るた

めに追加調査を実施した。その結果、それを裏付けるように、全ての分野において、海外に留学する日本

人学生数や若手研究者数は不充分であり、その人数は2001年頃と比較して、同等かそれより少なくなって

いるという回答が示された（図表2）。 

 

 

 

 

海外留学する日本人学生数や若手研究者数は2001年頃に比べて、全ての分野において少なくなって

いることが示された。

① 博士の学位を取得するために海外の大学院

に留学する日本人学生の数 

② 海外の大学・研究機関にポストドクターとして

就職する日本人若手研究者の数 

●現状：＜不充分      ⇔       充分＞ 

○変化：＜少なくなった ⇔     多くなった＞ ○変化：＜少なくなった ⇔    多くなった＞ 

●現状：＜不充分      ⇔       充分＞ 

0 1 2 95 1

指数

7 83 64 0 1 2 95 1

指数

7 83 64 0 0

95 1

指数

7 83 640 1 2 0

ライフ 

情報 

環境 

ナノ材料 

エネルギー 

ものづくり 

社会基盤 

フロンティア 

ライフ 

情報 

環境 

ナノ材料

エネルギー

ものづくり

社会基盤

フロンティア

③ 日本で既に職を持ち海外の大学・研究機関に客員等

の身分で研究留学する日本人若手研究者の数 

●現状：＜不充分      ⇔       充分＞ 

○変化：＜少なくなった ⇔     多くなった＞ 

ライフ

情報

環境

ナノ材料 

エネルギー 

ものづくり 

社会基盤 

フロンティア 

 

図表2 海外に留学する日本人学生数や日本人若手研究者数の状況

＊変化は2001年頃と比べた状況の変化 
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 (3) 若手研究者の研究留学を妨げる要因 

 ここでは、日本人若手研究者等の海外に留学する人数の減少に関して想定される6つの要因のそれぞれ

について、要因の大きさの程度を回答して貰った（図表3）。 

その結果、日本人若手研究者が海外機関に就職および研究留学しない最も大きな要因は、分野を共通

して「帰国後に就職先が見つからないことへの不安（ポストドクターの身分での渡航の場合）」であることが示

された。次いで、「帰国後にそれに見合う経済的なリターンが期待できない」および「帰国後のポジションの

保障がない（既に職を持つ研究者）」が大きな要因であることが示された。 

0 1 2 95 1

指数

7 83 64 0 0 1 2 95 1

指数

7 83 64 0

0 1 2 95 1

指数

7 83 64 0 0 1 2 95 1

指数

7 83 64 0

ライフ 

情報 

環境 

ナノ材料 

エネルギー 

ものづくり 

社会基盤 

フロンティア 

ライフ 

情報 

環境 

ナノ材料 

エネルギー 

ものづくり 
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日本人若手研究者が海外機関に就職および研究留学しない最も大きな要因は、全ての分野において

共通に「帰国後に就職先が見つからないことへの不安（ポストドクターの身分での渡航の場合）」であるこ

とが示された。 

① 国内の水準が高く、海外の大学・研究機関で

研究を行う必要がない 

＜要因でない    ⇔  大きな要因である＞ 

ライフ

情報

環境

ナノ材料

エネルギー

ものづくり

社会基盤

フロンティア

ライフ

情報

環境

ナノ材料

エネルギー

ものづくり

社会基盤

フロンティア

② 海外の大学・研究機関に就職・研究留学して

もその経験が日本で業績として充分に評価さ

れない 

＜要因でない    ⇔  大きな要因である＞ 

③ 帰国後にそれに見合う経済的なリターンが期

待できない 

＜要因でない    ⇔  大きな要因である＞ 

④ 帰国後に、就職先が見つからないことへの不

安（ポストドクター） 

＜要因でない    ⇔  大きな要因である＞ 
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⑤ 帰国後のポジションの保障がない（既に職を

持つ研究者） 

●＜要因でない    ⇔  大きな要因である＞ 

⑥ 国内の研究、講義、業務を研究留学中に引き

受けてくれる人がいない（既に職を持つ研究

者） 

●＜要因でない    ⇔  大きな要因である＞ 

ライフ

ナノ材料

エネルギー

ものづくり
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フロンティア

情報

環境

 

図表3 日本人若手研究者が海外機関に就職および研究留学しない要因
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(4) 外国人研究者の受け入れの際の課題 

次に、外国人研究者を日本の大学や公的研究機関に受け入れる上での想定される課題を6つ示し、現状

と2001年頃と比べた状況の変化を尋ねた（図表4）。 

その結果、2001年頃と比べると「体制の整備はやや進んでいる状況」であり、一定の改善がなされている

が、現状では、「海外と競争して世界トップクラスの研究者等を獲得するための体制整備（研究の立ち上げ

の援助、能力に応じた給与など）」および「ワンストップ・サービス（受け入れに係る事務作業を一括して実施

する体制）の整備」が最も不充分であるという回答が示された。この傾向は全分野で共通にみられた。 

また、2001年頃と比べて改善が進んでいないのは、「日本における継続的な就業の確保」であり、やや悪

い方向に変化したという回答が示されたのは、「外国人研究者から見た日本の存在感」であった。 
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③ 海外と競争して世界トップクラスの研究者・教

官を獲得するための体制整備 

●現状：＜不充分      ⇔       充分＞ 

○変化：＜後退した   ⇔  整備が進んだ＞ 

③ 生活の立ち上げ（子どもの教育、住居の確保

など）に対する支援 

●現状：＜不充分      ⇔       充分＞ 

○変化：＜少なくなった ⇔    多くなった＞ 

外国人研究者を日本の大学や公的研究機関で受け入れるために最も改善すべき課題は、「海外と競争

して世界トップクラスの研究者等を獲得するための体制整備」と「ワンストップ・サービスの整備」であるこ

とが全ての分野において示された。

① 外国人研究者から見た日本の存在感 

ライフ

情報

環境

ナノ材料

エネルギー

ものづくり

社会基盤

フロンティア

② 日本における継続的な就業先の確保 

●現状：＜不充分      ⇔       充分＞ 

○変化：＜し難くなった ⇔    し易くなった＞ 

●現状：＜小さい      ⇔       大きい＞ 

○変化：＜小さくなった ⇔    大きくなった＞ 
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図表4 外国人研究者を日本の大学や公的研究機関で受け入れる上での課題の状況

＊変化は2001年頃と比べた状況の変化 
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⑥ ワンストップ・サービス（受け入れに係る事務

作業を一括して実施する体制）の整備 

●現状：＜不充分      ⇔       充分＞ 

○変化：＜後退した   ⇔  整備が進んだ＞ 

④ 英語による組織内の会議や講義などの実施 

●現状：＜不充分      ⇔       充分＞ 

○変化：＜後退した   ⇔    進んだ＞ 
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3-2. 世界トップレベルの研究成果を生み出す研究開発資金 

 

世界トップレベルの研究成果を生み出すために拡充の必要がある研究開発資金1 位の割合が最も大

きいものは、5分野（ライフ、情報、環境、ナノ材料、エネルギー）において、「研究者の自由な発想によ

る公募型研究費」であると回答されたが、その割合は 2006 年度調査と比較すると低下し、「基盤的経

費による研究資金」の回答割合が上昇した。ものづくりでは「基盤的経費」、社会基盤では「基盤的経

費」と「政府主導の国家プロジェクト資金」の回答割合が最も大きい。フロンティアでは「政府主導の国

家プロジェクト資金」が最も大きいが、「基盤的経費」の割合も増大している。 

世界トップレベルの研究成果を生み出すために拡充の必要がある研究開発資金のトップは、重点推進分

野（ライフ、情報、環境、ナノ材料）およびエネルギー分野において、「研究者の自由な発想による公募型研

究費（科研費など）（以下、自由発想）」であることが示された。しかし、拡充の必要度の1位に挙げた回答者

の割合は低下傾向にあり、特に、情報ではその傾向が顕著であり、その分、「基盤的経費による研究資金

（運営費交付金）（以下、基盤経費）」の必要度が上がっていることが示された。 

「基盤的経費」の拡充の必要度が増したのは、ライフ、情報、エネルギー、ものづくり、社会基盤、フロンテ

ィアである。回答者のコメントとして、「基盤的経費の著しい減少傾向により、研究の基礎となるすそ野が急

速に失われつつある（ライフ）」、「運営費交付金の減少が、これまで運営費交付金が下支えしてきた研究の

インフラや研究者や支援技術者の雇用に影響を与えるようになり、これ以上の減少は全体の成果をさげる

（情報）」、「基盤的経費があまりにも削減され、困難な状況が生じている（ものづくり）」などが出された。 

エネルギーでは、「政府主導の国家プロジェクト資金（以下、政府プロジェクト）」や「各省などによる公募

型研究費（以下、各省公募型）」の回答の割合が低下した。回答者のコメントとして、「各省の公募型研究費

はかなり充実してきた（エネルギー）」、「公募型研究は数、量ともに増えている、一方、運営費交付金は減少

の一途である（エネルギー）」が出された。このことは、エネルギー分野では「各省などの公募型研究費」に

ついて満足度が上がっている状態であると考えられる。 

また、ものづくりでは「基盤的経費」の回答割合が最も多く、社会基盤では「基盤的経費」と「政府プロジェ

クト」が同率で多く、フロンティアでは「政府プロジェクト」が最も多い。 

 

 以上のように、分野ごとに世界トップレベルの研究成果を生み出すために拡充の必要がある研究開

発資金に多様性が示され、このことから、今後、分野の特徴を踏まえた極め細かな施策が必要である

と考えられる。
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2006 2007 22008 2006 2007 22008 2006 2007 22008 2006 2007 22008
1政府プロ 24.0 17.3 116.7 22.2 27.1 227.1 28.1 28.6 330.1 17.1 14.7 114.1
2各省公募型 5.8 7.7 88.3 12.1 9.4 99.4 10.5 7.6 88.6 10.8 7.3 88.1

3自由発想 48.1 46.2 445.8 42.4 40.6 335.3 36.0 37.1 335.5 42.3 47.7 445.5

4基盤経費 18.3 23.1 225.0 14.1 14.6 220.0 22.8 24.8 223.7 27.9 29.4 331.3

5民間資金 3.8 5.8 44.2 9.1 8.3 88.2 2.6 1.9 22.2 1.8 0.9 11.0

ナノ材料ライフ 情報 環境

2006 2007 22008 2006 2007 22008 2006 2007 22008 2006 2007 22008
1政府プロ 31.8 27.1 226.4 20.8 20.4 118.2 39.6 35.5 332.3 45.3 44.0 445.8
2各省公募型 13.6 10.3 77.7 16.8 16.3 117.0 2.7 2.8 33.2 3.5 2.4 11.4

3自由発想 30.9 34.6 330.8 25.7 25.5 227.3 29.7 30.8 229.0 22.1 22.6 118.1

4基盤経費 19.1 24.3 229.7 26.7 29.6 331.8 26.1 29.0 332.3 23.3 27.4 330.6

5民間資金 4.5 3.7 55.5 9.9 8.2 55.7 1.8 1.9 33.2 5.8 3.6 44.2

エネルギー ものづくり 社会基盤 フロンティア

＊ 項目ごとの1位に選ばれた回答割合(%)を示した。 

＊ 政府プロは「政府主導の国家プロジェクト資金（非公募型研究資金）」、各省公募型は「各省などによる公募

型研究費」、自由発想は「研究者の自由な発想による公募型研究費（科研費など）」、民間資金は「民間から

の研究資金」を示す。 

＊ 2006年度調査と比較して5ポイント以上の顕著な変化を示したものについて、上昇したものを□で囲い、低

下したものを灰色で示した。 

図表5 世界トップレベルの成果を生み出すために拡充の必要がある研究開発費（分野別） 

（1位に選んだ回答割合%） 
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3-3. 産学官連携 

 

 

 

 

 

 

今後の産学官連携では、基礎研究段階の研究比率をより高めるべきとする意見が、ものづくり分野に

おいて強く示された。また、「本来中心であるべき段階」と「現在活発な段階」のギャップは、ライフ、情

報、エネルギー、フロンティアでは小さいかあるいは小さくなる傾向が示され、一方、環境、ナノ材料、

ものづくり、社会基盤では大きなギャップがあることが示された。

基礎・応用・実用化の内、産学官連携で現在活発な段階と本来中心であるべき段階を質問した。ナノ材料

を除く、7分野において、本来は応用研究段階が産学官連携の中心となるべきと考えられていることが示さ

れた。ナノ材料では、応用研究段階より基礎研究段階がやや上回った（図表6）。 

各研究段階の内、現在の産学官連携と本来との間でギャップが大きいのは基礎研究段階であることが示

され、情報、環境、ナノ材料、ものづくり、社会基盤では、基礎研究段階の研究比率をもっと高めるべきだと

いうことが示された。特に、基礎研究段階のギャップが最も強く示されたのは、ものづくりにおいてであった。

回答者のコメントとして、「将来を考えたとき、基礎研究の充実は非常に重要である（ものづくり・企業）」、「大

学の役割は基礎研究であるべき（ものづくり・大学）」が出された。 

2007年度調査との比較を詳細に見ると、基礎研究段階の人材が本来中心であるべきという回答割合がや

や減少して、実用化段階の人材が本来中心であるべきという回答割合が増加した分野として、ライフ、情報、

環境、エネルギーが示された。特にライフでは、実用化段階が基礎研究段階とほぼ同等という結果が示さ

れた。回答者のコメントとして、「実際の製品に結びつく研究がもっと必要（ライフ・公的）」、「基礎

研究は充実してきた、実用化を目指すべき段階（エネルギー・大学）」などが出された。 

 また、分野ごとに「本来中心にあるべき段階」に対する「現在活発な段階」のギャップをみると、

フロンティアではギャップは無く、既に両者がほぼ一致している。エネルギーでは、ギャップはある

が極めて小さく、ライフも比較的ギャップは小さい。さらに情報ではギャップが小さくなっていく傾

向が示された。一方、環境、ナノ材料、ものづくり、社会基盤では、2007年度から2008年度の変化を

みると、「本来中心であるべき段階」に移行するような兆しが見えず、これらの分野では「現在」と

「本来」の間に大きなギャップが生じていることが示された。

 (ライフ) （情報） 
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 （環境） （ナノ材料） 
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（エネルギー） （ものづくり） 
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本
来

中
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基礎研究
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 （社会基盤） (フロンティア) 

現在活発な段階

本
来

中
心

で
あ

る
べ

き
段

階

基礎研究

応用研究

実用化研究

現在活発な段階

本
来

中
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で
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る
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き
段

階

基礎研究

応用研究

実用化研究

2008 
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＊ ●（○）が基礎研究、■（□）が応用研究、▲（△）が実用化研究を示す。2008 年度調査の結果を白抜きで示
した。 

＊ グラフで対角線に近いものほど、現在活発な段階と本来中心であるべき段階が近い。対角線の上（下）にあ
る破線より上側（下側）に記号がある場合、本来中心であるべきとする割合が現在活発であるとする割合よ
り 10％(現在と本来の平均的な差)より大きい（小さい）。 

図表1 我が国の産学連携が現在活発な段階と本来中心であるべき段階 
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3-4. 日本の相対的な水準（対米国・対欧州・対アジア） 

 

 

 

2006 年度調査当時から、日本の相対的な科学水準・技術水準・産業の国際競争力は、対米・対欧

州・対アジアにおいて、5 年後に低下するという危機感が示されていたが、今回の結果では、当初

の予想より早いスピードでその状況が進行していることが示された。その理由として、アジアの急速

な成長と欧州の統合による効果が、回答のコメントに挙げられた。  

 

図表7～9に、日本の相対的な科学水準、技術水準、産業の国際競争力に関する2008年度の回答結果を、

2006年度の第1回調査の結果と並べて示した。いずれにおいても全ての分野で対米、対欧、対アジアに関

して相対的な水準の低下がみられた。2006年度当時から、「5年後の日本の相対的な水準は低下する」とい

う強い懸念が示されていたが、今回の結果により、もっと早いスピードで進行していることが示された。 

科学において、特に、ライフでは現在および5年後の対欧で日本の水準の低下、エネルギーとものづくり

では5年後の対米および対欧で水準の低下、フロンティアでは現在と5年後の対米および対欧において水

準の低下が示された（図表7）。 

技術において、欧米に対する日本の相対的な水準は、ライフ、エネルギー、ものづくりでは、2006年度の

結果と比較して、日本の相対的な水準の低下が顕著であることが示された（図表8）。 

産業の国際競争力では、2006年度の結果と比較して、情報、エネルギーで水準の低下が示された。特に、

対欧の日本の水準の低下が顕著に示された。一方、環境では、対米に関しては、2006年度に比べて、やや

日本の水準の上昇が示された（図表9）。 

 また、対アジアについては、全てで2006年度の結果よりも水準が低下して（追い上げられて）おり、特に、

国際競争力における情報分野では、現在の水準は既にアジアとほぼ同等であり、5年後にはアジアより低く

なるという懸念が示された。 

 

昨年度調査より評価を下げた回答者の変更理由として、「学生のレベル低下（ものづくり・大学所属）」、

「日本の学生の意欲が中韓と比べて低い（ナノ材料・大学）」、「日本の停滞が続く可能性あり（エネルギー・

公的機関）」、「日本は伸び悩んでいる（ライフ・大学）」、「制度上の問題などで差がつく（ライフ・企業）」、「技

術流出、人材流出による競争力の低下（環境・公的機関）」といった日本自体に問題があることを指摘したコ

メントや、「欧州の大学のレベルアップ（情報・大学）」、「欧州が連合して成果を上げている（ライフ・公的機

関）」、「全欧州で集中的・効率的な取り組みが行われるようになった（ものづくり・企業）」、「中国による科学

技術開発への投資が大きい（ライフ・大学）」、「中国・韓国の海洋への研究資金投資は目を見張るばかり（フ

ロンティア・大学）」、「中国・インドにおける宇宙分野への投資規模やモチベーションの高さ（フロンティア・

公的機関）」、「韓国・中国の技術水準の上昇が大きいため（環境・公的機関）」などの欧州の取り組みやアジ

アの躍進など海外の進展速度が速いことがコメントとして挙げられた。 

これらの2つ（上記の下線）により、現実はともかく、回答者は、欧米やアジアと比較して、日本の成長や発

展を実感できなくなっていることが示された。 
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図表7 日本の科学の水準 （上図が対米および対欧、下図が対アジア） 
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図表9 日本の産業の国際競争力 
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3-5. 戦略重点科学技術 

 

 第3期科学技術基本計画(2006-2010)において、第3期の期間中の5年間において政府が取り組みべき重

要な課題の中から、急速に高まる社会・国民ニーズに迅速に対応すべきもの、国際競争を勝ち抜くために

不可欠なもの、国主導で取り組む大規模なプロジェクト（国家基幹技術）で今後5年間集中投資すべき62の

科学技術が選定された。 

第1回調査である2006年度調査から、これらの62の戦略重点科学技術について、研究の活発度、日本の

研究水準、戦略重点科学技術を実現するために必要な取り組み、の3つについて質問している。今回もあま

り大きな変化はみられなかった。 

実は、2006年度調査時点（2006年11月～12月）では、戦略重点科学技術に対してまだ予算執行がされて

おらず、翌2007年度調査（2007年9月～11月）時では予算が投入されて研究が立ち上がり始めた頃であり、

今回の2008年度調査（2008年11月～12月）時点で予算執行からようやく1年程度経った頃といえる。したが

って、以下の結果は、1年分の予算投入の結果であることに留意されたい。 

 

 

(1) 戦略重点科学技術の活発度 

 

 

 

 

「戦略重点科学技術の活発度」において、62 の戦略重点科学技術の内、2006 年度調査と比較して、0～

10で10点満点の指数値において、0.5以上の上昇を示したのは5個であり、低下を示したものはなかっ

た。

 

 2006年度調査の結果と比較して、活発度の上昇が顕著な戦略重点科学技術は下記の通りである。 

 

C03 地球温暖化がもたらすリスクを今のうちに予測し脱温暖化社会の設計を可能とする科学技術（環境） 

＜4.8 (2006)→ 5.1 (2007)→ 5.4 (2008)＞ 

C06 効率的にエネルギーを得るための地域に即したバイオマス利用技術（環境） 

＜5.2 (2006)→ 5.8 (2007)→ 5.9 (2008)＞ 

C09 人文社会科学的アプローチにより化学物質リスク管理を社会に的確に普及する科学技術（環境） 

＜3.5 (2006)→ 4.0 (2007)→ 4.3 (2008)＞ 

D02 資源問題解決の決定打となる希少資源・不足資源代替材料革新技術（ナノ材料） 

＜4.8 (2006)→ 5.5 (2007)→ 6.0 (2008)＞ 

D07 ナノテクノロジーの社会受容のための研究開発（ナノ材料） 

＜4.2 (2006)→ 4.6 (2007)→ 4.8 (2008)＞ 

 

 回答者のコメントとして、C03では「国際的な注目度が上がっており、これにともない研究も活発化（環境・

公的機関・専門度中）」、C06では「原油価格上昇などを背景にバイオエタノールなどの研究が活発化（環

境・公的機関・専門度中）」、D02では「進捗が著しくなっている（ナノ材料・大学・専門度中）」、D07では「予

算の増加にともなう活性化（ナノ材料・大学・専門度大）」が挙げられた。 

 

 

 

 

 

 

 

20



(2) 戦略重点科学技術の日本の研究水準 

 

 

 

  

「戦略重点科学技術の日本の研究水準」では、62の戦略重点科学技術の内、2006年度調査と比較して、

0～10で10点満点の指数値において、0.5以上の上昇を示したのは4個であった。低下したものはなかっ

た。 

昨年度（2006年度）調査の結果と比較して、日本の水準の上昇が顕著な戦略重点科学技術は下記の通り

である。 

 

C05 廃棄物資源の国際流通に対応する有用物質利用と有害物質管理技術（環境） 

＜4.7 (2006)→ 4.9 (2007)→ 5.4 (2008)＞ 

C07 健全な水循環を保ち自然と共生する社会の実現シナリオを設計する科学技術（環境） 

＜5.0 (2006)→ 5.4 (2007)→ 5.6 (2008)＞ 

C09人文社会科学的アプローチにより化学物質リスク管理を社会に的確に普及する科学技術（環境） 

＜3.8 (2006)→ 4.2 (2007)→ 4.4 (2008)＞ 

D07ナノテクノロジーの社会受容のための研究開発（ナノ材料） 

＜4.2 (2006)→ 4.5 (2007)→ 4.7 (2008)＞ 

 

 回答者のコメントとして、C07では「優れた研究成果が多くなってきたため（環境・大学・専門度中）」が挙げ

られた。D07では「国際的評価が高まっている（ナノ材料・公的機関・専門度小）」というコメントが出された。

C05および C09に関しては特にコメントは示されなかった。 

 

 

(3) 戦略重点科学技術の実現に必要な取り組み 

 

 

 

 

2006年度調査から引き続き、大部分の戦略重点科学技術では必要な取り組みとして、「人材育成と

確保」が1位に挙げられた。

62の戦略重点科学技術の内の大部分が、戦略重点科学技術の実現に必要な取り組みの1位として、「人

材育成と確保」を挙げる割合が大きいことが示された。この傾向は2006年度調査から変化はない。 

人材以外を必要な取り組みの1位としてあげている戦略重点科学技術は、「B04世界トップを走り続けるた

めのディスプレイ・ストレージ・超高速デバイスの中核技術（情報）」と「B07大量の情報を瞬時に伝え誰もが

便利・快適に利用できる次世代ネットワーク技術（情報）」であり、B04では「産学官連携の強化」と「研究開発

資金の拡充」、B07では同様に「産学官連携の強化」と「研究開発基盤の整備」が示された。これらは、研究

の水準および活発度共に高く（B04の研究水準7.2、活発度7.0、B07の研究の水準5.7、活発度6.6）、いずれ

も、2007年度調査に比べて「産学官連携の強化」と回答する人の割合が増えている。 
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日本の
研究水準

研究の
活発度

A01生命プログラム再現科学技術 5.8 6.3 人材(47%) 資金(23%)

A02臨床研究・臨床への橋渡し研究 4.1 5.2 人材(38%) 資金(17%)

A03標的治療等の革新的がん医療技術 4.6 5.8 人材(37%) 分野（24%）

A04新興・再興感染症克服科学技術 4.6 5.0 人材(39%) 資金(20%)

A05安全な食料の生産・供給科学技術 4.0 4.3 人材(34%) 資金(17%)

A06生物機能活用の物質生産・環境改善科学技術 4.7 4.9 人材(37%) 資金(16%)

A07世界最高水準のライフサイエンス基盤整備 4.3 5.1 人材(45%) 基盤(20%)

B01世界最高水準の次世代スーパーコンピュータ 6.3 5.3 人材(30%) 資金(26%)

B02次世代を担う高度IT人材の育成 3.4 4.5 人材(79%) 国際(7%)

B03超微細化・低消費電力化及び設計・製造技術 6.5 6.1

B04ディスプレイ・ストレージ・超高速デバイスの技術 7.2 7.0 産学官(29%) 資金(24%)

B05家庭や街で生活に役立つロボット中核技術 7.4 7.5 資金(27%) 人材(23%)

B06世界標準を目指すソフトウェア開発支援技術 3.5 4.3 人材(54%) 産学官(14%)

B07大量の情報、便利・快適な次世代ネットワーク 5.7 6.6 産学官(23%) 基盤(18%)

B08生活支援するユビキタスネットワーク利用技術 5.9 6.7 分野(22%) 人材, 産学官(20%)

B09コンテンツ創造及び情報活用技術 4.6 5.6 人材(46%) 資金(13%)

B10安全・安心なIT社会実現のセキュリティ技術 4.9 5.6 人材(42%) 基盤(16%)

C01人工衛星からの地球温暖化の観測科学技術 5.4 5.6

C02スパコンを用いた気候変動予測の科学技術 6.6 6.6 人材(28%) 基盤(26%)

C03地球温暖化がもたらすリスク予測の科学技術 5.0 5.4 人材(33%) 基盤(16%)

C04世界を先導する化学物質リスク評価管理技術 5.0 4.9 人材(35%) 資金(20%)

C05国際流通対応有用物質利用・有害物質管理技術 5.4 4.8 国際(27%) 人材(22%)

C06効率的にエネルギーを得るためのバイオマス利用技術 5.5 5.9 資金(22%) 人材, 産学官(20%)

C07健全な水循環を保ち自然と共生する社会の設計 5.6 5.1 人材(34%) 資金(18%)

C08多種多様な生物による生態系の保全・再生技術 4.7 4.9 人材(43%) 資金, 分野(18%)

C09化学物質リスク管理を社会に普及する技術 4.4 4.3 人材(45%) 分野(19%)

C10 ３Rに適した生産・消費システムの設計科学技術 5.6 5.6 産学官(29%) 人材(27%)

C11人文社会科学と融合する環境研究人材育成 2.9 3.4 人材(59%) 分野(19%)

D01クリーンエネルギーコスト削減の革新的材料技術 6.9 7.1 人材(33%) 産学官(20%)

D02希少資源・不足資源代替材料革新技術 5.8 6.0 人材(38%) 資金(20%)

D03生活の安全・安心を支える革新的ナノ・材料技術 6.1 6.2 人材(38%) 分野(20%)

D04イノベーション創出の中核となる革新的材料技術 6.1 5.9 人材(44%) 資金(18%)

D05デバイス性能限界突破の先端的エレクトロニクス 7.0 6.9

D06超早期診断と低侵襲治療の先端的ナノバイオ 5.5 6.7 人材(38%) 分野(16%)

D07ナノテクの社会受容のための研究開発 4.7 4.8 人材(35%) 産学官, 分野(15%)

D08イノベーション創出拠点のナノテク実用化研究 5.3 5.6 人材(39%) 産学官(21%)

D09ナノ最先端計測・加工技術 6.6 6.6 人材(37%) 資金(21%)

D10X線自由電子レーザー開発・共用 5.9 5.7 人材(41%) 基盤(19%)

人材, 資金(30%)

人材, 資金(28%)

人材, 産学官(26%)

我が国で必要な取組み
（必要度1位の回答割合の多いものから上位2つ）分野・戦略重点科学技術

ラ
イ
フ

情
報
通
信

環
境

ナ
ノ
・
材
料

図表10 重点推進4分野の戦略重点科学技術の研究の水準・活発度・必要な取り組み

・人材は「人材育成と確保」、産学官は「産学官の連携強化」、分野は「分野間の連携強化」、基盤は「研究開発基盤の整備」、資

金は「研究開発資金の拡充」、国際は「国際展開の推進」、規制緩和は「関連する規制の緩和・廃止」を意味する。 

・上記以外の選択肢に「関連する規制の強化・新設」がある。 
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日本の
研究水準

研究の
活発度

E01省エネの街を実現する都市システム技術 5.5 4.9

E02実効性のある省エネ生活を実現する先進的住宅・建築
物関連技術

6.2 5.7 規制緩和(27%) 人材(25%)

E03便利で豊かな省エネ社会を実現する先端高性能汎用デ
バイス技術

7.1 6.3 人材(29%) 産学官(22%)

E04省エネ工場実現の革新的素材製造プロセス技術 6.7 6.1 人材(35%) 産学官(20%)

E05石油を必要としない新世代自動車の革新的技術 7.3 7.5 人材(29%) 資金(21%)

E06石油に代わる自動車用新液体燃料(GTL)技術 6.0 6.1 人材(25%) 資金(21%)

E07先端燃料電池システムと安全な革新的水素貯蔵・輸送
技術

6.5 6.7 人材(27%) 資金(22%)

E08太陽光発電の革新的高効率化・低コスト化技術 7.4 6.9 資金(28%) 人材, 産学官,資金(18%)

E09電源や利用形態の制約を克服する高性能電力貯蔵技
術

6.5 5.8 人材(28%) 基盤, 資金(20%)

E10クリーン・高効率で世界をリードする石炭ガス化技術 5.9 4.9

E11安全性・経済性に優れる次世代軽水炉の実用化技術 6.6 5.3 人材(39%) 産学官(14%)

E12高レベル放射性廃棄物等の処分実現に不可欠な地層
処分技術

5.6 5.3 規制緩和(26%) 人材(21%)

E13長期的なエネルギーの安定供給を確保する高速増殖炉
(FBR)サイクル技術

6.9 5.6 人材(37%) 資金(18%)

E14国際協力で拓く核融合エネルギー：ITER計画 7.2 6.3 国際(33%) 人材(30%)

F01日本型ものづくり技術をさらに進化させる、科学に立脚し
たものづくり「可視化」技術

5.7 5.4 人材(49%) 資金(19%)

F02資源・環境・人口制約を克服し、日本のフラッグシップと
なる、ものづくりのプロセスイノベーション

5.7 5.0 人材(49%) 資金(18%)

G01減災を目指した国土の監視・管理技術 7.2 6.5 人材(53%) 資金(14%)

G02現場活動を支援し人命救助や被害拡大を阻止する新技
術

5.8 5.5 人材(54%) 産学官(16%)

G03少子高齢化社会に対応した社会資本・都市の再生技術 4.7 4.5 人材(48%) 分野(14%)

G04新たな社会に適応する交通・輸送システム新技術 5.7 5.5 人材(34%) 資金(20%)

H03次世代海洋探査技術 5.3 5.4 人材(46%) 資金(27%)

H04外洋上プラットフォーム技術 4.9 4.0 資金(41%) 人材(24%)

産学官, 資金(19%)

エ
ネ
ル
ギ
ー

分野・戦略重点科学技術

我が国で必要な取組み
（必要度1位の回答割合の多いものから上位2つ）

人材, 規制緩和(28%)

4.6 5.2 資金(31%)

H01信頼性の高い宇宙輸送システム 4.1 4.9 人材(28%)資金(33%)

人材(36%)

も
の
づ
く
り

社
会
基
盤

フ
ロ
ン
テ
ィ
ア

H02衛星の高信頼性・高機能化技術

 
図表11 推進4分野の戦略重点科学技術の研究の水準・活発度・必要な取り組み

・人材は「人材育成と確保」、産学官は「産学官の連携強化」、分野は「分野間の連携強化」、基盤は「研究開発基盤の整備」、資

金は「研究開発資金の拡充」、国際は「国際展開の推進」、規制緩和は「関連する規制の緩和・廃止」を意味する。 

・上記以外の選択肢に「「関連する規制の強化・新設」がある。 
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１．調査の目的と方法 

1.1. 調査の目的と構成 

(1)定点調査の目的 

本調査「科学技術システムの課題に関する代表的研究者・有識者の意識定点調査（科学技術システム定

点調査）」および「科学技術分野の課題に関する第一線級研究者の意識定点調査（分野別定点調査）」（以

下、定点調査）は、第3期科学技術基本計画（実施期間：2006年4月～2011年3月）の期間における科学技術

の課題に関する状況の変化を捉えることを目的としている。調査から得られた結果は、今後、当研究所で実

施していく個別の課題についての調査や統計的な調査と併せて、次期科学技術基本計画の策定などを検

討する際の基礎的な資料とする。 

本調査によって得られた主観的データは、統計調査等からの定量データに対する補完的な

データとして利用する。 

時系列を追うことで、第3期基本計画（2006年度－2010年度）の政策の効果を知り、第4期基本

計画（2011年度から）の策定を検討する際の基礎的なデータとしても利用できる。 

各研究分野の発展やイノベーション創出の過程等における隠れた問題点を抽出するためのス

クリーニングとしての効果も期待できる。 

 

図表1-1-1 本調査のねらい 

 

(2)定点調査の特徴 

定点調査は、2006年度の第1回調査をゼロ点として、第3期科学技術基本計画実施期間中の5年間に亘り

実施する。 

回答者は原則、5年間固定する。第1回調査の回答者は、引き続き5年間調査に参加し、毎年一回、ほぼ

同じ内容の設問に回答する。さらに、2回目の調査からは、回答時に前回の回答者本人の回答内容を示し

て、各設問において、前回と異なる回答をした設問には回答の変更理由を、前回と同じ回答であっても補足

意見などがある場合には、それを回答用紙に記入してもらう。 
 これにより、時系列での細かい変化を知ることが可能であると考えられる。しかし、本調査の結果のみから

日本の科学技術について評価を下すことはしない。本調査とその他の様々な定量的、定性的な調査を組

み合わせて、科学技術の評価はされるべきである。また、本調査の結果からさらに焦点を絞った調査の必

要性が生じれば、適宜、補完的な新しい調査の実施を検討するが、本調査の設計自体を大きく変えることは

しない。 
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 (3)定点調査の構成 

定点調査は、①科学技術に関連するシステム全体の状況について問う「科学技術システム定点調査」、

②科学技術の分野別の状況について問う「分野別定点調査」の2つの調査から構成される。本調査は、②科

学技術の分野別の状況について問う「分野別定点調査」である。 

分野別定点調査が対象とする科学技術分野は、第3期科学技術基本計画に設定された重点推進4分野で

あるライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料分野と、推進４分野であるエネルギー、もの

づくり技術、社会基盤、フロンティア分野、の8分野である。 

 
①科学技術システム定点調査

②分野別定点調査

定点調査

 

 

 

 

図表1-1-2 定点調査の構成 

 

1.2. 調査の実施体制 

本調査の実施に当たって、調査全体を総括する定点調査委員会を設置した。委員会においては、調査

の設計（調査項目、回答候補者の選出など）および調査結果のとりまとめを検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○後藤 晃      国立大学法人東京大学 名誉教授 

榊 裕之 学校法人トヨタ学園 豊田工業大学 教授 

榊原 清則 学校法人慶應義塾大学総合政策学部 教授 

中馬 宏之 国立大学法人一橋大学イノベーション研究センター 教授 

橋本 和仁 国立大学法人東京大学大学院 教授 

浜中 順一 石川島播磨重工業株式会社 顧問 

吉本 陽子 三菱UFJ リサーチ&コンサルティング株式会社 

経済・社会政策部主任研究員 

（◎委員長、○スーパーバイザー、五十音順）                      （2008 年12 月01 日現在）

有本 建男 独立行政法人科学技術振興機構(JST) 社会技術研究開発センター長 

今成 真 三菱化学株式会社 顧問 

◎井村 裕夫 財団法人先端医療振興財団 理事長 

笠見 昭信 株式会社東芝 常任顧問 

茅 幸二 独立行政法人理化学研究所 中央研究所 所長 

岸 輝雄 独立行政法人物質・材料研究機構 理事長 

図表1-1-3 定点調査委員会メンバーリスト 

 

1.3. 調査方法 

(1)調査手法 

 個人の主観を問うアンケート調査である。回答者を定点とし、5年間継続して同一の設問について回答す

る。 

 

(2)調査分野 

 調査対象分野は下記の8分野である。 

ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料、エネルギー、 

ものづくり技術、社会基盤、フロンティア 
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(3)回答者選出 

①回答候補者の選定の考え方 

 回答候補者の選定基準は以下の通りである。 

回答者は、「我が国の科学技術を担う各セクターにおいて第一線級の研究実績のある研究者

等で、担当する分野全般の状況を俯瞰できる人」を想定。 

 

  回答候補者の人数および属性について以下の点を考慮した。 

「ライフサイエンス」「情報通信」「環境」「ナノテクノロジー・材料」「エネルギー」「ものづくり技術」

「社会基盤」「フロンティア」の8分野に対応して、各分野100人程度が最終的な回答者となるよう

にやや多目に回答候補者を選定。 

第3期基本計画が、社会・国民に支持され、成果を還元する科学技術を目指していることから、

回答者候補の1/3程度は、成果の還元に関連の深い産業界から選ばれるよう考慮。 

重点8分野の全体で約800名となる分野別回答者の選定は、「日本学術会議協力学術研究団

体（以下学協会）」からの推薦を主体とする。学協会からの推薦に際しては、回答者候補の1/3

程度は産業界から選定するように学協会に依頼。 

また、分野によっては産業界会員が少ない学協会が多いことが考えられるため、産業界からの

回答者候補を確実に確保することを考え、別途、（社）日本経済団体連合会（以下日本経団連）

に、産業界枠として15名程度の回答者候補の推薦を依頼。 

実質回答数（調査票回収数）が、各分野で100名を下回らないように回答者候補および回答者

を多めに確保する。 

 
②回答者選定プロセス 

回答者選定までの過程は、推薦団体リストの作成、候補者の推挙、依頼・承諾、回答者名簿の確定、とい

う段階を経た（図表1-1-4）。 

 

 

回答者候補リスト

回答候補者への打診

回答者リスト （各分野100名程度を想定）

（各分野200名程度を想定）

日本経団連からの推薦
（各分野15名程度）

学協会からの推薦
（各学協会が関係する分野ごとに20名程度）

学協会リスト（日本学術会議協力学術研究
団体から科学技術関連の634団体を選定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表1-1-4 回答者選定プロセス  

 

③学協会名リストの作成 

日本学術会議協力学術研究団体（学協会）1260団体の内、科学技術に関係があると考えられる学協会を

広く推薦依頼の対象とした。 

学協会の代表名、郵送先住所等の情報は、日本学術会議のホームページなどで公開されている電子情
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報や学会年鑑から抽出・収集し、これらのリストを「学協会リスト」とし、調査対象団体とした（634団体の学協会

に依頼状を送付）。 

 

④学協会への回答候補者の推薦依頼 

学協会への回答候補者の推薦依頼は学協会の代表者宛とし、原則、学協会組織として、回答候補者

の推薦をして貰う（ただし、被推薦人などの個人情報は非公開、学協会推薦に煩雑な手続き等がか

かる場合は学協会の代表者の個人の見識により回答候補者を推薦しても可） 

推薦依頼の際には、まず、学協会が関係する分野を8分野から複数選択し、それらの分野ごとに10

名程度（最大20名まで）の回答候補者を推薦して貰う 

学協会の代表者を回答候補者として推薦することは可（むしろ望ましい） 

適切な候補者が10名以下の場合は、そのままの人数を推薦して貰う（ただし、当該学協会以外に所

属する者を回答候補者として推薦しても可） 

所定の用紙に、「分野名」および「推薦する回答候補者の氏名」を記入して、返送して貰う 

 

⑤学協会分の「回答候補者名簿」の作成 

 推薦して頂いた回答候補者を分野ごとにリスト化し、複数の学協会から推薦された候補者は、推薦された

回数の多い順にリストの上位から並べた。 

 

⑥日本経団連による「回答候補者名簿（産業界推薦枠）」の作成 

産業界推薦枠（1分野15名程度）の回答候補者名簿の作成は日本経団連にお願いした。 

 

⑦回答者名簿の確定 

産業界推薦分および学協会分の回答候補者名簿の上位から、調査への協力依頼をする 

調査への協力を受諾した回答候補者を「回答者名簿」にリストアップし、全体の属性のバランスを確

認する 

調査票の回収率が100%を下回るリスクを加味し、最終的な回答者名簿は各分野100名より、2割～3割

程度多くする 

 

(4)調査票 

①設問設計 

設問は、第3期科学技術基本計画で取り上げられている課題、および分野において科学技術を進展させ

るために重要であると考えられる課題などを基にして作成した。 

調査票の設問は、以下（図表1-1-5）のように4つのパートに分かれ、総設問数は追加調査を加えて38問

である。また、Part I から Part Ⅲは、8分野全てに同一な設問で構成され、この部分を「共通設問」と呼ぶ。

Part Ⅳは、各分野の戦略重点科学技術について問う設問から構成され、設問内容は共通であるが、設問

票が分野ごとに異なる。この部分を「戦略重点科学技術の設問」と呼ぶ。 

・Part Ⅰ（15 問）：【研究開発人材】、【トップ研究者】、【若手人材】、【海外留学する日本人若手研究者の状況】、【若

手研究者の研究留学阻害要因】、【外国人研究者受け入れの課題】、【研究者の流動性】等 

・Part Ⅱ（4 問） ：【研究開発資金】、【選択と集中の度合い】、【インフラおよび基盤整備】、【研究時間の確保】 

・Part Ⅲ（17 問）：【産学官連携】、【研究開発上の隘路（あいろ）】、【研究成果の実用化】、【特許】、【日本の科学お

よび技術の水準】、【日本の産業の国際競争力】、【世界トップクラスの研究教育拠点】等 

・Part Ⅳ（3 問） ：【戦略重点科学技術の現状】、【戦略重点科学技術の実現】等 

＊下線は2008年調査に追加した設問 

図表1-1-5 設問票の構成 
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調査設計にあたっては、以下のようなプロセスを経た。まず、科学技術政策研究所で原案を作成し、文部

科学省内において意見照会を行い一次案のすり合わせを行った。その後、定点調査委員会において3回

程度検討を行うと共に、定点委員会の各メンバーと個別に意見交換するなどにより二次案を作成した。さら

に、総合科学技術会議の委員に調査票に対するご意見を伺い、個別に委員と意見交換して調査票の内容

を精査した。 

また、本調査の実行性を確認するために、小規模の回答者（各分野20名の合計160名）でのテストアンケ

ートを実施（2006年8月）し、その結果を基に設問内容等の修正を行った。 

 
②回答方法 

 設問は、6段階から最も相応しいと思われるものを選択する設問、選択肢に順位を付ける設問、選択肢か

ら該当するものを複数選択する設問、記述で回答する設問がある。 

 

不充分                                        充分 

1 2 3 4 5 65    回答例： 

 

図表1-1-6 6段階による回答例  

 

(5)アンケート実施 

第3回調査では、第2回調査時の発送数988通から、第2回調査において回答辞退の連絡があった者を除

いた973通を発送した（2006年度および2007年度調査の未回答者にも発送）。そのため、2006年度調査ある

いは2007年度調査には未回答であるが、2008年度調査には回答している者が5%程度含まれている。 

 

時期 2008年7月28日～10月24日 

発送973通、回収717通（回収率73.7%） 

（追加調査 発送973通、回収702通、回収率72.1%） 

 

（参考） 

第1回調査： 時期 2006年11月2日～12月28日、発送1,010通、回収850通（回収率84.2％） 

第2回調査： 時期 2007年9月20日～11月16日、発送988通、回収814通（回収率82.4%） 

（追加調査 時期 2007年11月12日～12月7日、発送988通、回収772通、回収率78.1%） 

 

 

(6)分析方法 

①有効回答について 

 以下のように、「設問ごとの有効回答」のみを集計して分析を実施した。従って、各設問で有効回答数は異

なる。 

設問ごとの無回答は、無効回答として集計から除く 

順位を問う設問において、順位を示していない回答は無効回答とする 

6段階で問う設問では、例えば3と4の中間に○をつけている場合は全て3と見なし、複数の数字に○

をつけている場合は一番左の回答を有効な回答とする（「左側」を採用する） 

一つの設問内に①、②の2つの小設問をもつ設問では、どちらか一方に回答があれば、有効回答と

し、母数に入れる 

戦略重点科学技術に関して問う設問では、回答者が「専門度なし」と答えた戦略重点科学技術の設

問についてのみ、無効回答とする 
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②集計結果の図示 

設問には、主に、(a)選択肢の順位を問うもの、(b)6点尺度により程度を問うもの、の2種類がある。 

集計結果の図示の際には、(a) は、「1位と回答された全ての選択肢に対する各選択肢の回答の割合(%)

で表示」および「各選択肢を順位で重み付けし、その総和が10点になるように指数で表示」した。 (b)は、「0

～10点の指数で表示」した。 

 

(a)選択肢の順位を問うもの 

選択肢の順位を問う設問は、例えば次に示す問1である。 

 

問1．我が国において、本分野では、現在、どの人材が不足していますか。

      必要度が高い順に項目を３つまで選び、その番号をご記入ください。 

＊ ここでの「人材」とは、大学、公的研究機関、産業界に属する人材を指す。 

2. 基礎研究段階の人材 

3. 応用研究段階の人材 

4. 実用化段階の人材 

5. 知的財産の取得・管理・活用部門の人材 

6. 産学官連携を推進する人材（産学官連携コーディネーターなど） 

7. 人文社会学系を専門とする人材（制度問題、倫理問題など） 

１位（   ）、２位（   ）、３位（   ） 

 

 「２．調査結果」では、「１位」の欄に回答された選択肢の割合(%)を示すと共に、下記のように、各選択肢を

順位で重み付けし、表で示した。 

 

選択肢 とすると具体的にはicc c ｛「1基礎研究の人材」,「2応用研究・・」, ・・・｝である。ある設問

において選択肢 に関する1位から3位までの回答数は、例えば次の表のようになる。（図表1-1-7） c
 

 １基礎研究 ２応用研究 ３実用化 ４知財 ５産学官 ６人文社会 

１位 35.4 17.7 20.8 10.4 10.4 5.2 

２位 10.4 26.0 19.8 19.8 16.7 7.3 

３位 11.7 10.6 20.2 17.0 23.4 17.0 

指数値 4.6 3.9 4.1 2.9 2.9 1.6 

図表1-1-7 

 

ここで、回答者 j が選んだ選択肢 の指数値 i ic
は、順位（1位、2位、3位）にそれぞれ3、2、1倍の

重みをつけ、次の計算式により求める。指数値の最大得点を10点（全有効回答が同じ項目を1位で選択した

場合）にするために30で除している。 

30/)}()(2)(3{
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321
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ただし、    は、選択肢  に対する1分野内での有効回答総数とし、         を以下に定義する。 i

  

 

（回答者 が選択肢 を 位に選んだ場合は1、それ以外は0） 

 

 

{
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0
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(b)6点尺度により程度を問うもの 

回答者が6段階から最も相応しいと思われる値を選択する形式である（図表1-1-6）。例として問２を示す。 

 

問 2．我が国では、本分野の研究開発に従事する研究者の数や質の状況は、2001 年頃と比較してど

うですか。 

① 研究者の数の状況（減っている⇔増えている） 

② 研究者の質の状況（低くなっている⇔高くなっている） 

  

「２．調査結果」では、下記のように、各項目（１～６）の回答数を0～10点で指数化し、その平均値を表に示し

た。 

 １減っている ２ ３ ４ ５ ６増えている 

回答数 7 15 22 44 14 2 

指数値の平均 4.9 

図表1-1-8 

 

 

 分野 の平均値                     ,   

iN

ji
 

： 分野  における設問への有効回答総数 

ja
： 回答者 j の選択した６点尺度の値： ja 6,,2,1

 

③指数値の解釈について 

6点尺度で問う設問における回答の分布は、正規分布様であると考えられた（図表1-1-9、図表1-1-10）。

あくまで正規分布の近似のモデルであると仮定して、6点尺度で問う全設問（設問数30）で得られた指数値

について、その平均値と標準偏差を求めた。 

その結果、10点満点での指数値の平均値は5.02で標準偏差は1.34であった。このことから、「指数値5」は、

本調査において「回答者が全回答の平均であると考えている値」と示唆された。また、平均値と標準偏差（平

均値±1σ）から、全回答の68%の回答が指数値3.68～6.36の範囲内に入ると推定された。 

このことから、本調査の指数値の解釈において、例えば＜減っている⇔増えている＞の状況を問う設問

の場合は、平均値からおおよそ±0.5の範囲である「4.5以上5.5以下」を「変化なし」とした。「5.6以上6.5以

下」を「やや増えている」とし、「3.5以上4.4以下」を「やや減っている」とした。さらに、「6.6以上」を「かなり増

えている」、「3.4以下」を「かなり減っている」として、結果の分析を行った。この基準は、2006年度の第1回調

査から変わっていない。 

  しかし、本調査の目的は、個々の結果の経年変化や、分野間および戦略重点科学技術間の相対比較に

よる相違などを知ることであるので、結果の値を絶対評価として用いて何らかの解釈を下すことに関しては

慎重を帰すべきであると考えている。 

 

i i N
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図表1-1-9 指数値の分布（問2の①について） 
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図表1-1-10 指数値の分布（６点尺度で問う全設問について） 
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